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(10) BIS [Bank for International Settlements] 国際決済銀行。第一次大戦後のドイツの賠
償を処理するため、1930年スイスのバーゼルに設立された国際決済銀行。
1991年に始まったバブル経済の崩壊に伴う経営環境の悪化は、保有する金融
資産や不動産の大幅な目減りによって、多額のキャピタル・ロスの発生とキャ
ッシュ・ポジションの著しい低下を引き起こす結果となった
(11)
。このような状況
を打開し、我が国経済、換言すれば大会社を中心とした企業グループの活性化
を取り戻すために、法制度面を中心に大ナタを振るう必要に迫られたのであっ
た。先ず手始めとして、第二次大戦後のアメリカの占領政策の一環であった
「財閥解体」に対して、大幅な法改正が施された。
1960年代半ばから、日本経済は国際化時代を迎えて、資本の自由化への対
応、企業集団の強化を狙って、純枠持株会社の解禁構想が旧通産省や経済団体
から湧き上がた。しかし当時は戦前の財閥による弊害が払拭されず、持株会社
解禁に対する風当たりが強く、実現には至らなかった。しかし1990年代に入
り、バブル経済の崩壊とともに全般的な規制緩和の流れの中で、純粋持株会社
解禁論が大きくクローズアップされることになった。すなわち、当時、純粋持
株会社が禁止されていたのは目本と韓国だけであり、これを一律に禁止するこ
とは過度の規制であって、かえってわが国企業のリストラの推進、ベンチャー
企業の振興、事業者活動の活発化などにマイナスになるとの認識が高まったの
である。この持株会社解禁論の中で特に重要な役割を担ったのが、1995年月
に公表された旧通産省の「企業法制研究会報告書」であった。この報告書は、
純粋持株会社の経済的効用として、① 新規事業展開およびリストラの促進、
② 国際的法制度とのハーモナイゼーション、③ 組織・人事面での摩擦を回避
した企業統合、などを理由として掲げた。而して、第二次大戦後、タブーとさ
れてきた純粋持株会社は、1997年の独占禁止法の改正により、「事業支配力が
過度に集中
(12)
」しないことを前提に、解禁されたのである
(13)
。1997年に純粋持株会
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(11) 1999年度の法人の損益状況は、所得金額が約31兆円、欠損金額が約33兆円、繰越欠損
金は93兆円にのぼった、武田昌輔「連結納税制度雑感」『税研』99号（2001）30頁。
(12) この「事業支配力が過度に集中」の定義は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律（以下、独禁法とする）第条の第	項において、「第項及び第項におい
社が解禁になって、最初に動き始めたのがダイエーであった。1997年12月にダ
イエーは、グループの不動産、ホテル、外食などの関係会社を統括する純枠持
株会社として、ダイエー・ホールディング・コーポレーションを設立した。し
かしこの会社は非公開会社であり、ダイエー本体ではないため、その影響はき
わめて限られたものであった
(14)
。
また、翌年の産業再生法による分社化手続きの簡素化措置
(15)
の導入も、大ナタ
の一環であった。そのうえで、右の持株会社の設立が、事実上、解禁されたこ
とに歩調をあわせて、平成11年〔1999年〕の商法改正では、「株式交換」およ
び「株式移転」制度が日の目を見た
(16)
。これは、会社が子会社のすべての株式を
保有する親会社を創立するための手続き規定である。右の独占禁止法及び平成
11年商法改正（株式交換・株式移転制度）に加えて、平成12年改正商法は、さ
らに会社分割制度を新設（同373条以下、新会社法757条以下）した。
これら種々の改正、立法を時系列で整理すると以下のようになる。1997年の
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て事業支配力が過度に集中することとは、持株会社及び子会社その他持株会社が株式の
所有により事業活動を支配している国内の会社の総合的事業規模が相当数の事業分野に
わたって著しく大きいこと、これらの会社の資金に係る取引に起因する他の事業者に対
する影響力が著しく大きいこと又はこれらの会社が相互に関連性のある相当数の事業分
野においてそれぞれ有力な地位を占めていることにより、国民経済に大きな影響を及ぼ
し、公正かつ自由な競争の促進の妨げとなること」、とする。
(13) 1997年改正前は、同法条第項に「持株会社は、これを設立してはならない」、と
定めていたのであるが、同改正後は同項において「他の国内の会社の株式（社員の持分
を含む。以下同じ）を所有することにより事業支配力が過度に集中することとなる会社
は、これを設立してはならない。」として、過度の集中という縛りをかけたものの、事
実上の持株会社を容認したと理解されている、関俊彦『会社法概論[新訂版]』608頁
（2004年、商亊法務研究会）。
(14) 松尾聿正他『持株会社と企業集団会計』同文館（2002）49頁以下参照。
(15) 合併について、株主総会の承認を要しない簡易な合併手続などが創設され、企業合併
の簡素合理化が図られた。
(16) 平成11年改正商法352条以下、同364条以下参照、なお両規定とも平成18年施行の新会
社法においても制度趣旨は変わらず継承されている（同767条以下）。
純粋持株会社解禁、合併手続簡略化のための商法改正、1999年の株式交換、株
式移転に関する商法改正
(17)
、租税特別措置、2000年の株式分割制度導入のための
商法改正（会社分割は2001年月施行）、合併、現物出資、事後設立を対象と
した組織再編税制の導入、2002年月の連結納税制度の成立、という流れにな
る。これら一連の動きを総括すると、企業組織を再編し、連結経営戦略の遂行
を容易にしようとする立法者の意思が、このような形での法整備となって具体
化してきたといえる。これら諸法規の改正は、矢次ぎ早あるいは拙速という感
がしないでもないが、我が国企業を取り巻く周辺の法整備を急ぐことで、見方
を変えるならば、我が国企業が国際化時代に対応していくための体制が、構築
された時期であったと評価できよう。
⑵ 連結計算書類制度の嚆矢と平成14年商法特例法上の制度化
本来的に、商法、会社法は、会社の財政状態のディスクローズは、会社単体
の計算書類の作成のみを要求し、平成18年会社法制定前の商法特例法上の会社
〔小会社を除く〕について、親会社との関係、重要な子会社の状況その他の重
要な企業結合の状況（その経過および成果を含む）を営業報告書に記載するこ
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(17) 株式交換・株式移転は、持株会社の設立が解禁された1997（平成）年における独占
禁止法の改正の際に付せられた附帯決議等を受けて、改正された商法によって創設され
た制度である。すなわち、1997（平成）年	月14日、月10日の両日行われた独占禁
止法の改正に関する国会審議における「持株会社の設立等の企業組織の変更が円滑に行
われるよう、株式交換制度等について検討を行うこと」との附帯決議を受けて、1999年
月日『商法等の−部を改正する法律（平成11年法律第125号）』（以下、『株式交換・
株式移転法』）が交付されたことによって創設された制度である。持株会社を創設する
のに、株式交換等による完全親子会社関係を構築する道を選んだのは、① 商法には持
株会社概念がないこと、および持株会社の典型が完全親会社であること、② 完全親会
社は完全子会社を自社の一営業部門のように機動的に管理し、かつ運営することができ
ること、③ 完全子会社は完全親会社のみを株主として扱えば足りるため、たとえば株
主総会の招集通知期間の短縮等が可能となり、機動的な運営ができることにある。松尾
聿正他、『前掲書（注13）』頁。
とを要求するに過ぎなかった（平成15年改正前商法施行規則84条項号）。
一方で、昭和50年代〔1970年代〕に至るや、「会社法改正に関する問題点」
（昭和50年月12日、法務省民事局参事官室）や「株式会社の計算・公開に関
する改正試案」（昭和54年12月25日、法務省民事局参事官室）においては、連
結貸借対照表および連結損益計算書を作成し、株主に送付すべきとする案が提
案された
(18)
。これを受けて連結計算書類の作成・開示については、「会社法改正
に関する問題点」（1975年6月12日）や「株式会社の計算公開に関する改正試
案」（1075年12月5日）が、連結貸借対照表および連結損益計算書を作成し、株
主に送付すべきとすることを提案したが、この提案は、時期尚早などを理由に
採択されなかった
(19)
。
一方、平成年に端を発した、独占禁止法上の持株会社規制の緩和〔独占禁
止法条項〕、これに平仄を合わせた平成11年商法改正による株式交換〔同
352条以下〕・株式移転制度の整備〔同364条以下〕、同12年商法改正による会社
分割制度の整備〔同373条以下〕など、いわゆる親子会社創設制度、企業グル
ープ化などの促進に関しては、飛躍的に法制度が整備された。したがってこの
ように独占禁止法の見直しに端を発し、持株会社規制が緩和され、株式交換・
株式移転、会社分割など、企業再編を意図した法改正が矢継ぎ早になされた結
果、企業集団の財産おび損益に関する情報開示の重要性は看過できない状況に
なっていったのである。
また、単体を前提とした個別財務諸表による情報開示のみに拘泥している
と、却って企業再編法制を悪用した、いわば子会社等を用いた利益操作や粉飾
算が行われやすくなる。さらに、子会社あるいは関連会社の株式の価値の下落
が親会社の貸借対照表に反映されないという問題点も生ずる
(20)
。そこで、平成14
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(18) 弥永真生「連結計算書類に関する規定」企業会計 Vol.55、No.7中央経済社（2003）
81頁。
(19) 弥永真生『商法計算規定と企業会計』23頁以下。
(20) これは、子会社株式・関連会社株式については、その取得原価をもって貸借対照表価
年商法特例法の改正では、当時の商法特例法上の大会社（但し有価証券報告書
提出会社に限定
(21)
）について、当該大会社ならびにその子会社および連結子会社
から成る企業集団の財産および損益の状況を示すために必要かつ適当なものと
して法務省令で定める「連結計算書類」を作成しなければならないとした
(22)
。こ
のように証券取引法〔平成19年月法律名を「金融商品取引法」と改称した、
以下「金商法」とする。〕が、一般投資家保護の見地から、いわゆる有価証券
報告書提出会社につき、連結財務諸表の作成、提出を義務づけたのに対し、当
時の商法は当該大会社以外の会社に対して、連結情報開示につき消極姿勢に終
始した
(23)
。
しかしながら実務界では、株式交換・株式移転、会社分割などが商法上で制
度化されたことや、独占禁止法上も持株会社規制が緩和されたこともあって、
企業のグループ化は目を見張る勢いとなった。これにつれて、商法の立場にあ
っても、企業グループの財産および損益の状況に関する情報開示の重要性が高
まったのは、必然であった。こうした背景を受けて、商法上の大会社について
のみ、連結計算書類制度が導入されたのである（平成14年商特19条の第
項、21条の32第項
(24)
）。この平成14年改正は、企業集団の財産および損益の状
況を開示することは、株主および会社債権者にとっても重要であるという再認
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額とすることが原則とされているためである。（平成14年改正前商法285条ノ第項
「平成15年改正後商法施行規則32条項］・32条項、金融商品に係る会計基準第三、
二、）参照。
(21) 大会社に限定したのは、企業集団の財産および損益に関しては、開示の必要性が高
く、連結計算書類の作成を要求してもそのコスト負担が過重であるとはいえないと、判
断したからである。
(22) 平成14年改正商法特例法19条ノ第項、同21条ノ32第項。
(23) 当時の計算書類規則は、営業報告書の記載事項として、親会社との関係、重要な子会
社の状況その他の重要な企業結合の状況の記載を要求していたに過ぎなかった（平成15
年改正前商法施行規則84条項号）。
(24) 当時、金商法における財務情報開示は、既に1999年月に開始する事業年度から連結
財務諸表中心で行われていた。
識から、商法特例法上の大会社に対してのみ、あくまでも開示規制として連結
計算書類の作成を義務づけた。連動して商法体系下で連結計算書類を新たに導
入するにあたっては、連結計算書類の作成が義務付けられる会社の事務負担な
どを考慮し、すなわち、有価証券報告書提出大会社については、その貸借対照
表、損益計算書または連結計算書類の用語または様式の全部または一部につ
き、財務諸表規則または連結財務諸表規則の定める用語または様式を用いるこ
とができる旨の包括規定を新設した（平成14年改正商法施行規則197条第
項
(25)
）〕。
右の変遷を経た連結計算書類制度は、新会社法上においても、基本的には維
持されている。会社法は、より詳細な表現を用いて、会計監査人設置会社に連
結計算書類の作成を促している
(26)
。この連結の範囲は、会計監査人設置会社およ
びその子会社からなる企業集団とされている
(27)
。結果として、連結計算書類制度
の制度化は、株主に対して連結計算書類が送付され、同時に会社法上の監査役
会（監査委員会）および会計監査人の監査が連結べースの情報にも及ぶこと、
および連結べースの情報について取締役等に説明義務が課された点などが、連
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(25) この平成14年商法特例法の改正をうけて、平成15年改正商法施行規則は、連結計算書
類の記載方法等および連結計算書類の監査等について規定を設けた。まず作成すべき連
結計算書類は、連結貸借対照表および連結損益計算書が定められた（同商法施行規則43
条項）。そして、平成15年改正商法施行規則は、連結計算書類の記載方法等について
は、注記事項等の簡素化を図った上で、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す
る規則（連結財務諸表規則）にならった規定が置かれた（同商法施行規則144条から178
条）。
(26) 新会社法444条項「会計監査人設置会社は、法務省令で定めるところにより、各事
業年度に係る連結計算書類（当該会計監査人設置会社及びその子会社から成る企業集団
の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で定めるものを
いう。）を作成することができる。
なお作成された連結計算書類は、取締役会の承認（同法444条	項）の後、監査役・会
計監査人の監査を受けなければならない（同条項）。
(27) 宮島司『新会社法エッセンス』296頁（弘文堂、平成17年）。
結計算書類制度導入の最大の意義とされている
(28)
。
但し視点を変えれば、会計監査人設置会社に対してのみ、連結計算書類の作
成を促しているに過ぎない〔所謂努力義務〕。これは、実際上、企業グループ
の利害関係人にとっては単なる絵に描いた餅に過ぎないのではないか。会計監
査人設置会社は当然のこと、企業が、形式的であっても実質的に法人から成
り立っている場合には〔所謂企業グループ〕、連結計算書類の作成を強制しけ
なければ、利害関係人に対する企業情報の確保という点からは、以下（Ⅳ）で
検討するように心もとない状況となる。
なお、連結計算書類制度の導入は、企業集団に関する情報の開示を充実させ
るためであり、連結べースでの配当可能限度額算定は射程に入っていない。こ
れは、連結財務諸表に基づく配当規制を行う際には、連結の範囲に含まれる各
会社の債権者保護という問題があり、連結ベースの配当規制の導入にあたって
は慎重な検討が必要だからである
(29)
。また、会社法444条には、連結計算書類の
作成と監査について基本的事項のみが定められ、連結の範囲〔会社計算規則95
条〕、連結計算書類の種類・用語・様式・作成方法、連結計算書類・監査報告
書などの提出期限、監査報告書の記載事項などの細目については法務省令に委
ねるという形がとられているのも、連結計算書類の導入は開示の充実のためで
あり、配当可能限度額の算定に直接に影響を与えないからと推測できる。
 連結財務諸表制度の制定とこれに連動した連結納税制度
⑴ 連結会計基準の飛躍的進展と連結財務諸表制度の制定
まず、連結財務諸表制度の制定経緯を整理しておく。わが国では、金商法上
の制度として、昭和56年月に企業会計審議会が公表した「連結財務諸表の制
度化に関する意見書」（以下、昭和56年「意見書」とする。）及び「連結財務諸
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(28) 弥永真生「連結計算書類に関する規定」企業会計 Vol.55、No.7、（2003）81頁。
(29) 弥永真生『商法計算規定と企業会計』中央経済社23頁以下。
表原則」に基づき、連結財務諸表制度が昭和56年10月に日の目を見た。
この昭和56年「意見書」は、連結財務諸表制度化の理由を、次のように説明
する。
「金商法に基づく企業内容開示制度は、投資者のための投資情報を開示させ
ることにより、投資者保護に資することを目的とするものであるが、企業集団
の場合には当該企業集団を構成する個々の会社の財務諸表だけでは、投資情報
として十分でない。従って、開示会社が企業集団の親会社である場合には、当
該企業集団に属する会社の財務諸表を結合した連結財務諸表をも提出する制度
が確立される必要がある。」と。
企業集団を前提とする場合、投資者に十分な投資情報を提供するには、右の
「個々の会社の財務諸表だけでは、投資情報として十分でない」という表現か
ら、連結財務諸表の制度化は必要不可欠な開示制度である、とする当時の企業
会計審議会強い意志を推測することができる
(30)
。結果として連結財務諸表の作成
目的は、「支配従属関係にある二以上の会社（会社に準ずる被支配事業体を含
む、以下同じ。）からなる企業集団を単一の組織体とみなして、親会社が当該
企業集団の財政状態及び経営成績を総合的に報告するために作成する財務諸
表」という点に集約された（連結財務諸表原則第一）。
昭和56年「意見書」及び同年公表の「連結財務諸表原則」等は、制度化をス
ムーズに実施するための配慮
(31)
を行っていたが、その後、連結財務諸表制度の定
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(30) 連結財務諸表制度化への動きは、昭和42年	月に企業会計審議会が公表した「連結財
務諸表に関する意見書」に始まる。この意見書は、直接的には、昭和40年月に出され
た、監査体制の充実強化についての大蔵大臣の諮問に答えたものであった。この諮問
は、「この頃、粉飾決算による倒産事件が多く発生し、特に子会社を利用しての財務諸
表の粉飾がその原因となっていたものが多かったため、支配従属関係にある会社の監査
の充実を主目的として」なされたものである。これに対し、企業会計審議会は、「一般
に財務諸表制度の充実改善を目指すという広い見地から取り上げて」答申し、支配従属
関係にある会社の監査の充実は、企業課税の実質的合理化及び経営管理上必要な情報の
提供と並ぶ、「そのほかの目的」の一つとして、あげたにとどめた。
着に伴い、順次、持分法の適用強制、提出期限の特例の廃止、連結財務諸表の
有価証券報告書等の本体への組み入れ、セグメント情報の導入等の措置がとら
れ、制度の改善・充実が図られることとなった。これに対し、企業会計審議会
は、「連結財務諸表の見直しに関する意見書」（以下、平成年「意見書」）を
公表し、「連結財務諸表原則」（以下では新連結会計基準とする。）の改訂を行
った。これは、当時の急激な環境変化に対応し、連結財務諸表制度を充実させ
る必要が生じたためである
(32)
。
平成年「意見書」前文二は、「近年、子会社等を通じての経済活動の拡大
及び海外における資金調達活動の活発化など、我が国企業の多角化・国際化が
急速に進展し、また、我が国証券市場への海外投資家の参入が増加するなど、
我が国企業を取り巻く環境は著しく変化している。このような環境の変化に伴
い、企業の側において連結経営を重視する傾向が強まるとともに、投資者の側
からは、企業集団の抱えるリスクとリターンを的確に判断するため、連結情報
に対するニーズが一段と強まってきている。」として、「新連結会計基準」の見
直しの背景を説明した。当時、この企業会計審議会の姿勢は、企業を取り巻く
環境が急激に変化している状況を的確に判断した対応であったと評価された
(33)
。
具体的に、連結財務諸表の開示をコンセプトにした新連結会計基準は、つぎ
の点に特徴づけることができる。
①これまで個別ベースで記載されてきた「営業の状況」や「設備の状況」等
が、連結ベースで記載されるようになった点。また、企業集団の概況・業績等
について、事業の種類別等のセグメント情報が一層拡充されるようになった
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(31) 具体的には、（イ）連結財務諸表は、個別財務諸表を補足する有価証券報告書等の添
付書類として位置づけ、提出期限に特例を設けたこと。（ロ）持分法の適用を猶予した
こと、（ハ）税効果会計の必要を認めつつも取り上げなかったこと、などである。
(32) 増田英敏他「連結納税制度導入をめぐる問題点の検討─連結財務諸表との関連性を中
心として─」政治・経済・法律研究第巻第号（拓殖大学政治経済研究所刊）16頁。
(33) 増田英敏他、「前掲論文（注32）」17頁。
点。さらに、企業集団等の構成状況に関する情報を充実させるため、連結子会
社以外の主要な関係会社の状況についても開示が求められることになった点。
②連結範囲の判定に実質支配力基準が採用された点。つまり連結会計情報を
有用なものにするために、連結の範囲の判定が旧基準の持株基準（形式基準）
から実質支配力基準に変更されている。従来は、連結対象となる子会社や、持
分法が適用される関連会社の判定が、それぞれ50％超、あるいは20％以上とい
う持株基準によって形式的に行われてきた。この点を新連結会計基準では、た
とえ持株比率がそれを下回ったとしても実質的な支配力が維持されている限り
は、連結対象や持分法適用対象から外すことは認められない。そのため、従来
は持株比率を変更することによって比較的容易に行うことができた、いわゆる
「連結外し」 が経営者によって恣意的におこなわれることを封じることが可
能となった。したがって、形式基準によって連結の範囲を決定することができ
ないため、経営者の実質的な判断と責任の範囲が広がることになった点。
③連結の会計処理が再整備され、連結情報の拡充が図られた点。「連結財務
諸表の見直しに関する意見書」によれば、このうち新基準における基本的な考
え方は、従来どおり親会社説
(34)
によるとされ、この考え方による処理方法が、企
業集団の経営をめぐる現実感覚をより適切に反映される点、である。
以下、企業再編とリンクした連結財務諸表制度が導入されるに至った理由
を、総括しておく
(35)
。
ⅰ ステークホルダーのニーズ
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(34) 連結会計における基本的な考え方には、親会社説と経済的単一体説のつがあるとさ
れているが、両説とも、企業集団全体の資産・負債、費用・収益を連結財務諸表に反映
させる点で変わりはない。ただし、資本に関して、親会社説は、連結財務諸表を親会社
の財務諸表の延長線上に位置づけて、親会社の株主持分のみを反映させるのに対して、
経済的単一体説は、連結財務諸表を企業集団全体の財務諸表と位置づけて、企業集団を
構成するすべての会社の株主持分を反映させる点で異なっている。増田英敏他「前掲論
文（注32）」	頁参照。
(35) 坂東淳悦「連結納税の制度化にあたって」新潟産業大学経済学部紀要25号20頁。
つは、1999年に金商法上、上場企業に対して連結財務諸表の提出及び公表
を義務づけた点にある
(36)
。法的に区分された企業毎の財務諸表（個別財務諸表）
では、今日の集団化された企業の活動や財務の実態を正確に反映した情報の提
供ができない。むしろステーク・ホルダーの意思決定をミス・リードさせる危
険さえをも含む余地があり、ひいては企業会計が負わなければならない社会的
責任を放棄することにもなりかねない。会計情報の伝達、資本及び利益の測定
及び財産の保全・管理という職能を担う企業会計が、ステーク・ホルダーのニ
ーズに合致した、有用性の高い情報を提供するためには、集団化を形成しなが
ら経営活動を行っている企業の実態を表す必要がある。すなわち、二以上の企
業グループからなる企業集団を一つの会計単位とし、それに関する財務情報の
提供がこのニーズに合致するのである。
ⅱ 多様化する企業間競争
つ目の理由は、組織構造及び運営形態も多様化せざるを得ず、組織構成や
その運用では分権化を図ってゆかなければならない。事業部制や社内カンパニ
ーといった既存の組織の内での分権化だけに止まらず、新たに認められた純粋
持ち株会社や子会社等といった、商法的に別組織を形成することによって、企
業の経営活動は効率的な組織運営を基盤とする必要がある。そのためには集団
を形成するそれぞれの組織体が、自己に課せられた責任を果たしてゆくことに
よって、厳しい経営環境に於かれた企業の持続的な維持発展を実現しようと意
図しなければならない。その意味で、昨今は、企業再編および連結の時代と言
っても過言ではなく、分権化の強力な推進がますます昂進していく時代といえ
る。
⑵ 連結納税制度導入の動き
先ず、連結納税制度の導入の経緯を、各組織・団体ごとの意見書等を分析・
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(36) 企業内容等の開示に関する内閣府令15一イ、三様式33。
整理しつつ一瞥する。
ⅰ 立法府及び企業会計審議会などの動き
連結納税制度は、昭和42年の企業会計審議会が、「連結財務諸表に関する意
見書」のなかで、「税法の諸制度との調整を図る。連結納税申告制度を採用す
る方向において、その制度の具体的内容について検討の必要がある。」と述べ
たことが嚆矢である。これが日本の公的機関が連結納税制度に触れた最初のも
のといわれている。この提言は、「連結財務諸表制度に関する環境整備」とい
う便宜的な視点から、企業会計審議会が派生的に言及したものであるが、この
提言に対し、当時、税制事務当局（大蔵省主税局）および税制調査会は、税制
自体の課題として企業集団税制をテーマに審議する姿勢を示さなかった。
ついで昭和50年の企業会計審議会が、「連結財務諸表の制度化に関する意見
書」の中で公表した連結財務諸表制度については、セグメント情報の開示等の
改正が進められていたにも拘らず、連結納税制度には触れてはいない。すなわ
ち当時は、連結財務諸表制度確立を前提とする税整備の期待は高まっておらず
度外視されていたのである。このように、立法レベルの段階で、企業集団税制
導入の問題が冷淡に扱われてきたのは、以下の事情が理由になっていた。
すなわち、企業集団税制の基本機能を、集団法人の損益通算と内部取引損益
消去に求めるとすれば、少なくとも経過的には法人税の減収が生ずるから、財
政当局がその導入を望まなかったのではないか。とくに、昭和40年前半までの
高度経済成長に伴う多額の税収白然増に恵まれてきた日本財政が、昭和48年以
降のオィル・ショック等の国際経済環境の激変にあおられて急速に財政状態が
悪化し、歳入の約30％も公債収人に依存する状況に陥っていたことも、立法レ
ベルがネガティブな姿勢に終始した理由であろう。結果として、当時の租税環
境が、特定の経済政策効果をもつわけでもない企業集団税制の導入に関心を示
さなかったのは、自然の成行きといえる
(37)
。
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(37) 山本芳功「連結納税制度の考察」名古屋経営短大大学紀要44号87頁以下。
しかしながら平成9年に至り、右〔〕で述べたように、企業会計審議会は、
「連結財務諸表の見直しに関する意見書」を公表し、「近年、子会社等を通じ
ての経済活動の拡大および海外における資金調達活動の活発化など、日本の企
業多角化、国際化が急速に発展し、日本の証券市場への海外投資家の参入が増
加するなど、日本企業を取り巻く環境が著しく変化している」、という理由を
掲げ、個別財務諸表から連結財務諸表中心の開示制度の方向へ、改正作業を昂
進させた。
ⅱ 税制調査会の動き
これに対して、連結納税制度の導入については、平成年11月の内閣総理大
臣の諮問機関である税制調査会の法人課税小委員会報告書が、「我が国企業の
活性化を図る観点から企業分割を促進するため、あるいは企業形態に対する税
制の中立性を維持することなどをその理由として、連結納税制度の導入が必要
であるとの意見がある。本小委員会においても、我が国企業は新たな事業を早
急に構築するべく複合経営を推進しており、事業効率の向上のため分社化が必
然的な企業行動になっていること、資金調達のグローバル化に伴い連結決算ベ
ースの企業業績に関心が高まっていることなどから、連結納税制度の導入を検
討すべきである。」と述べ
(38)
、連結納税制度導入の具体的理由を明らかにしたの
である。
さらに、同報告書は、「連結納税制度については、今後、商法や企業会計の
分野で連結決算制度等がどのように制度化され定着するか、企業経営の実態が
連結納税制度に相応しいものとなるか、そうした変化を踏まえて国民がこの制
度をどう認識するか、を注視していく必要がある。仮に同制度を導入する場合
には、法人課税の法体系全般を、他税目への影響も含め根本的に再構築するこ
とが必要となる。さらには、租税回避行為防止が可能か、税収減にどう対処す
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(38) 税制調査会「法人課税小委員会報告」第章12（3）（ア）、オンライン、「財務省ホー
ムページ」、インターネット、http://www.kantei.go.jp/jp/zeicho-up/1217honbun5p.ht
ml（2008/04/09アクセス）、1996年。
るかも課題となる。これらを踏まえて、引き続き研究課題とすべきであろ
う
(39)
。」、とした。
これらの動きを総括すると、この時点では税制調査会は、連結納税制度の導
入について、必ずしも積極的であったとは言いがたい。しかしながら一年後、
税制調査会の法人課税小委員会報告書は、平成年12月付『平成10年度の税制
改正に関する答申』」において、次のように連結納税制度導入の必要性を明言
した。
「連結納税制度については、企業の分社化を促進する視点などから、その導
入を求める意見があります。それに対して、わが国の法人税制は、商法などの
現行諸制度を基礎に、法人ごとの課税を基本としているため、同制度はこのよ
うな基本的考え方の変更につながることから、慎重に検討を進める必要がある
という意見もあります。したがって、連結納税制度については、今後、企業経
営の実態や、商法等の関連諸制度のあり方、さらには、租税回避や税収減の問
題といった諸点を踏まえつつ、引き続き検討を深めていく必要がある課題で
す。」として、硬直化に徹していた態度を改めたことから、一気に、関係者間
に連結納税制度導入の関心が高まったのである
(40)
。
ⅲ 経済界の動き
他方、経済界は、この連結納税制度の導入については、かねてから強く要望
を抱いていた。なぜならば、経済界は特に日本経済のグローバル化・ボーダレ
ス化に伴う国際的大競争の激化を感じていたからであった。日本企業の競争相
手である米国および EU加盟のヨーロッパ諸国においては、すでに連結納税制
度を導入していることもあり、税制面において欧米諸国の企業と同等の条件と
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(39) 税制調査会「前掲（注36）」http://www.kantei.go.jp/jp/zeicho-up/1217honbun5p.ht
ml（2008/04/09アクセス）、1996年。
(40) 税制調査会「平成10年度の税制改正に関する答申」二（）、オンライン、「財務省
ホームページ」、インターネット、http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/zeicho3.html
（2008/04/09アクセス）1997年。
なる連結納税制度の導入が、経済界を取り巻く環境においては急務であった。
経済団体連合会（以下、経団連とする）は、平成年に発表した『連結納税制
度導入に関する提言』の中で、「わが国経済の抜本的な構造改革は、21世紀に
向けての不可欠の課題である。経済活力の厳選たる企業活動の一層の効率化、
活性化を目指し、企業は懸命にリストラを進めている。分社化経営、さらに
は、純粋持株会社を利用した経営は、企業経営の再構築を図る上での重要な選
択肢である。このような企業経営の新たなトレンドを踏まえ、また、国際的な
整合性を図る観点から連結納税制度の導入を急ぐべきである。」と、その導入
の重要性を述べた
(41)
。
続いて、経団連は平成10年月14日に、「平成12年度税制改正提言『21世紀
を展望した税制改正を求める』」を発表した。経団連はその提言書の中で、「連
結納税制度の2001年度における確実な導入」と題して、以下の提言を行った
(42)
。
「戦略的分社化や企業グループ全体を括り直す動きが進みつつあり、さらに
持株会社の解禁によって、本格的なグループ経営の時代を迎えつつある。一
方、すでに企業会計制度においては、従来の単体重視から連結重視へと方向転
換がなされており、税制面でも、グループ経営の進展に対応するために、企業
グループを一体とした中立的な納税の仕組みである連結納税制度を早期に整備
する必要がある。連結納税制度の導入により、グループ経営のメリットを活か
した新規事業分野への展開や既存事業の再構築を行うに際しての、キャッシュ
フロー上のマイナスを取り除き、税制を企業経営に対してより中立的なものに
改めることで事業組織形態選択の自由度を拡げ、結果として企業活力の強化を
通じて経済の活性化につながる。」と説明し、連結納税制度の早期導入を勧奨
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(41) 日本経済団体連合会「平成12年度税制改正提言『21世紀を展望した税制改正を求め
る』」第部、オンライン、「経団連ホームページ」、インターネット、http://www.kei
danren.or.jp/japanese/policy/pol242/part2.html（2008/04/09アクセス）、1999年。
(42) 日本経済団体連合会「前掲〔注39〕」http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/pol
242/part2.html（2008/04/09にアクセス）、1999年。
したのである。
⑶ 税制当局の動き
上述のように、経団連を中心とした経済界からの要望に反し、1997年までの
税制当局は連結納税制度の導入に関して終始消極姿勢に徹していた。それは、
財務を預かる立場からして当然ともいえる抵抗でもあった。すなわち連結納税
制度を導入すれば、「連結集団の取引が内部取引化され未実現のものとして取
り扱われることや、集団内の法人の利益が他の法人の欠損と相殺されることか
ら、約65％の法人が赤字法人であるという日本の現状に照らせば、大きな税収
減が生じることが避けらない
(43)
。」という切実なテーマに直面するからであった。
加えて連結納税制度が導入されても、すべての法人が連結納税制度の対象とな
るわけでなく、現行の個々の法人を課税単位とする体系と企業集団を課税単位
とする体系を調整するために法整備が必要となる、などもその理由であった。
以上の推移を見るかぎり、日本経済を取り巻く環境激変の中、税制当局も、
連結納税制度の導入の必要性を感じつつも、租税回避行為や税収減への対応を
慎重に見守っていた節は否めない。しかし結果として、以下に述べるような動
向を見ると、連結納税制度導入の機運は徐々に高まっていったことが窺える。
すなわち税制調査会は、平成10年12月〔1998年〕付『平成11年度の税制改正
に関する答申』の中で、連結納税制度に対し以下の理由を掲げ理解を示し始め
た
(44)
。
 分社化や持株会社化など企業の組織形態の多様化に対応する観点や、経
済の急速な国際化が進展する中、国際競争力の維持・向上に資する観点などか
ら、企業集団をいわば一つの「課税単位」とする連結納税制度の導入を求める
意見がある。
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(43) 税制調査会「平成11年度税制改正に関する答申」、1997年。
(44) 税制調査会、「前掲（注38）」http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/zeichoc4 .html
（2008/04/09アクセス）、19987年。
 わが国の法人税制は、商法などの現行諸制度を基礎として、個々の法人
ごとに課税することとしており、企業集団を一つの課税単位とする連結納税制
度とは基本的な考え方が大きく異なる。仮に連結納税制度を導入する場合に
は、法人税の課税体系全般を根本的に再構築することが必要となる。
しかしながら同答申の中で、以下の懸念も提示していた。
 連結納税制度を導入する場合においても、全ての法人が連結対象法人とな
るわけではない故、わが国の法人税の課税体系は、現行の個々の法人を課税単
位とする体系と、企業集団を一つの課税単位とする体系との双方が併存するこ
とになる。このような課税体系の下では、連結納税を行う企業集団と単体企業
との間の課税の公平をどのように図っていくのかという問題がある。
 連結納税を行うことができるようにするために措置しなければならない連
結納税制度固有の問題のみならず、個々の法人を課税単位とする体系と企業集
団を一つの課税単位とする体系との間の課税関係の整合性を確保するための措
置など広範な論点について、専門的・実務的な観点から、十分かつ慎重な検討
を行うことが不可欠である。
次いで、その翌年の自民党平成11年度税制大網は、連結納税制度導入に関
し、「日本経済を支える企業の国際競争力を諸外国と同等の条件とし、日本経
済の活性化を進めるため、2001年度を目途に連結納税制度導入を目指すことと
する」との決断を行った。
この決定にしたがい、平成12年以降の税制調査会は、平成14年度連結納税制
度導入を目指し、企業集団の経済的一本性に着目して制度を構築するという理
念のもとで、制度内容について検討を続けた。結果として、平成13年10月16日
法人課税小委員会から最終報告書として「連結納税制度の基本的考え方」が示
され、その基本的骨子が示された
(45)
。
これらの経緯を経て、平成14年度税制改正法案が平成14年	月10日に国会に
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(45) 山本芳功「前掲論文（注35）」84頁。
提出され、月26日に参議院で可決成立した
(46)
。かくして連結納税制度は、平成
14年月日〔2002年〕に施行された
(47)
。
⑷ 小括
バブル経済の崩壊後、持株会社の解禁による親子会社の創設、企業分割など
企業組織の再編は、株主の連結利益重視の潮流と連動していたといえる。また
このような企業組織の再編が、制度面において整備され、これが実務として運
用されたことで、連結利益を重視する外人投資家の持株比率上昇に拍車をかけ
る結果ともなった。加えて、企業再編に乗り遅れまいとする企業間に、組織再
編競争の雰囲気が生まれ、結果として企業再編が急速に進展した
(48)
。1990年代の
後半、この企業組織再編の流れを、税制面における整備と歩調をあわせること
によって、より一層促進させようとする動きが内外から高まった。すなわち、
企業再編に関する法制度の改正と、右〔〕に述べた組織再編税制すなわち連
結納税制度の導入である
(49)
。
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(46) 新日本アーンストアンドヤング「連結納税制度の実務ガイダンス」中央経済社2004年
頁。
(47) 阿部泰久「連結法人税の理論と実務」税務経理協会2003年26頁。
(48) 公正取引委員会発表によれば、2001年度当時の独占禁止法章（集中規制）関係届出
は、合併127件（すべて吸収合併）、分割20件（うち共同新設分割	件、吸収分割15件）、
営業譲受け195件であった。これらは独占禁止法の対象になる大規模案件であるが、中
でも組織再編税制が実施に移された同年度に新しく導入された会社分割が実施されたこ
とは注目に値する。いうなれば旧来の分社方式が主体であったとはいえ、会社分割に関
する商法ならびに税制改正の成果がすでに現れたともいえる。
(49) 当時の組織再編事例からいくつかの特徴を摘出すると、① 企業買収あるいは売却、
さらには完全子会社化、子会社の本体への吸収によって、企業がコア・ビジネスに資源
を集中したこと、② 子会社同志の合併などによって、資源のムダ使いを排除し、経営
効率化を推進しようとしていること、③ 持株会社新設により、将来の組織再編を容易
に運べる体制が構築されつつあること、④ 同業他社と共同事業を行うための組織再編
が推進されていること、などがあげられる。
換言すると、わが国における連結納税制度の導入は、政府税調の指摘通り
(50)
、
1997年、独占禁止法条改正による純粋持株会社の解禁から始まる企業再編法
制の整備・仕上げのなかに位置づけられていたのである。一連の独占禁止法の
改正・商法改正・企業会計制度の改正と、税法の改正は一体のものとして進め
られてきた
(51)
。而して組織再編税制は、まさに企業再編に関する法整備の要請に
従って、創設・整備された税制と断言できる。具体的には、課税の繰り延べを
特徴とする株式交換・株式移転制度の創設に伴う税制（1999年度）や「会社分
割に係わる税制」（2001年度）の整備と、平成14年の連結納税制度の導入は、
まさしく「企業の組織再編に関する税制のパッケージ
(52)
」として位置づけること
ができる。バブル経済崩壊後、不良債権を代表とする「負の資産」の影響が色
濃く残った1990年代、わが国の景気が埋没する中、企業再編促進の為の度重な
る法改正と連結納税制度導入への英断は、制度面からの我が国経済に対するカ
ンフル剤だったのではないか。而して企業の組織再編と連結納税制度とは、一
体的な制度改正であったと総括できる。
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(50) 税制調査会「法人課税小委員会」は、平成13年10月日付「連結納税制度の基本的考
え方」において、以下のように述べている。「企業のこのような連結納税制度の意義は、
企業の事業部門が100％子会社として分社化された企業グループやいわゆる純粋持株会
社に所有される企業グループのように、一体性をもって経営され実質的に一つの法人と
みることができる実態を持つ企業グループについては、個々 の法人を納税単位として
課税するよりも、グループ全体を一つの納税単位として課税するほうが、その実態に即
した適正な課税が実現されることにある。また、近年、企業グループの一体的経営の急
速な進展や企業組織の柔軟な再編成を可能とするための独占禁止法や商法の改正が行わ
れる中にあって、連結納税制度の創設は、結果として、企業の組織再編成を促進し、わ
が国企業の国際競争力の維持、強化と経済の構造改革に資することになるものと考えら
れる。」と。
(51) 鶴田廣巳「連結納税制度と公共性」『連結納税制度の検証』日本租税理学学会、2002、
14頁以下。
(52) 政府税制調査会、法人課税小委員会「連結納税制度と会社分制にかかわる税制につい
て─企業の組織再編に関する税制─」（2000）11月。
 以上の企業グループにおける一体的情報開示の重要性
⑴ 単体企業（個別財務諸表）が行う情報開示の疑問点
近年は、企業グループの一体的経営が志向されているため、株主、債権者を
代表とする会社の利害関係者は、当該会社が率いるグループ全体の財務状況に
ついても大きな関心を寄せる必要がある。結果として、企業のグループ化に伴
い、企業集団の財産および損益に関する情報開示の重要性は、一段と高まる。
たとえば製造部門と販売部門を、これをあたかも本店の経営と支店の経営に分
離独立した二つの単体法人という形式をとる場合であっても、事実上は経済
的・実質的には支配従属関係をもったつの組織体として認識・掌握する必要
から、これらの事業を合体して経営成績を表示する必要がある。したがってこ
の場合には、企業集団を構成する個々の会社を総合してつの会計単位とし
て、企業集団の財務諸表を作成することが経済的な事実に合致する。換言すれ
ば、複数の法人格を利用しつつ、実質的には単一のグループを形成している経
営体（企業集団）については、連結財務諸表
(53)
の作成・表示が、とりわけ企業グ
ループを取り巻く関係者に対しては必要不可欠な情報開示手段となる。
連結財務諸表は、個別財務諸表からは得られない企業集団に関する情報を含
んでいることから、延いては投資者の意思決定にとって不可欠な情報源とな
る。他方、金商法は、有価証券報告書を作成し開示する親会社に対して、事業
年度ごとに有価証券報告書（連結財務諸表）「当該会社の属する企業集団およ
び当該会社の経理の状況その他事業の内容に関する重要な事項その他の公益又
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(53) つの企業集団に属する企業の個別財務諸表を総合して作成される財務諸表を連結財
務諸表（consolidated financial statements）という。連結財務諸表原則・第一は、「連
結財務諸表は、支配従属関係にある二以上の会社（会社に準ずる被支配事業体を含む。）
からなる企業集団を単一の組織体と見なして、親会社がその企業集団の財政状態と経営
成績を統合的に報告する目的で作成するものである」として、連結財務諸表の目的を示
している。
は投資者保護のため必要かつ適当なものとして内閣府令で定める事項を記載し
た報告書」を作成し、有価証券報告書の中で公開することを義務づけている
〔同法24条項〕。この記載順序も、2000年月の決算期からは、個別財務諸
表よりも連結財務諸表の方を優先させている。このように金商法が要求する連
結財務諸表は、証券市場における投資意思決定のための情報提供を直接的な目
的とする。加えて、連結財務諸表の作成義務化は、間接的な制度効果も期待で
きる。たとえば親会社が、経営成績を粉飾する目的で、支配従属関係を悪用し
つつ、子会社への架空売上を計上し、押込み販売などを行った場合は、連結財
務諸表上では、集団内部の取引として相殺消去されて無意味となるため、子会
社を利用した粉飾決算を行いづらくなる。同様に、納税額の計算を行う場合、
個別企業単体ではなく企業集団として「連結納税制度」を選択すれば、課税の
合理化が促進できる
(54)
。
法制度上、会社法上の大会社のうち、金商法24条項の規定の適用を受けて
有価証券報告書を提出する会社【以下有価証券報告書提出会社とする】は、連
結計算書類を作成して株主に報告しなければならない（同法444条項）、とす
る。すなわち当該会社は、上記の有価証券報告書（連結財務諸表）のほかに、
会社法上の連結計算書類を作成しなければならないのである。しかしこの点で
腑に落ちないのは、連結計算書類の作成義務を、有価証券報告書提出会社に限
定する点に、些かの疑問を抱かざるを得ないのである。会社法が、立法政策
上、有価証券報告書提出会社にのみ、連結計算種類の作成を義務付けたという
ことは、この周辺に位置する会社の場合には、連結計算書類から得られる企業
情報は必要無いということか。結果として、有価証券報告書提出会社以外の企
業グループを構成する会社が、支配従属関係を悪用し、子会社への架空売上を
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(54) ただしわが国の連結納税制度は、連結納税の対象企業をその法人が完全支配関係を有
する他の内国法人、つまり100％支配の子会社だけに限定する〔法人税法条の〕な
ど、連結財務諸表上の制度とリンクしているわけではない。すなわち企業集団の範囲
も、連結財務諸表対象範囲と一体化となっていない。
計上し、押込み販売などを行った場合、これらの不正を看過することになる。
ひるがえって、連結納税制度は、企業グループの損益通算〔租税回避〕とい
う別の効用があるとしても、原則的には企業集団の公正、妥当な会計情報の開
示であろう。なぜならば、たとえば親会社の子会社に対する架空売り上げ、子
会社の親会社に対する架空買掛金は、税額計算を行う場合、架空売上高と架空
仕入れ高（買掛金額）が損益通算されることによって、相殺された結果が示さ
れることになるからである。我が国においては、古くは個別財務諸表が重要な
役割を果たしてきたのであるが、最早、個別財務諸表の時代は終焉を迎えたの
である。換言すると、企業集団の加速化が見られる昨今、グローバルスタンダ
ードとして全世界に普及が図られようとしている国際会計基準を念頭におき、
連結計算書類、連結財務諸表をベースとした会計処理が必然といわねばなるま
い。したがって21世紀のグローバルな経済社会においては、連結計算種類、連
結財務諸表の役割はますます重要になると考える。
⑵ 連結財務諸表と連結納税の制度上の相違と基本数値
新連結会計基準の大改定によるインフラとしての連結財務諸表制度は、連結
財務諸表制度を国際基準レベルにまで引き上げた本格的・抜本的な改革であっ
た。この連結財務諸表制度の充実は、連結納税制度導入のためのインフラ整備
であったということができ、連結納税制度導入論に対して大きな刺激となっ
た
(55)
。この刺激は、今後の法人の課税所得算定構造に、大きなインパクトを与え
たのではなかろうか。いわば、法人税法が、「一般に公正妥当と認められる会
計処理の基準」によって構築された会計システムを、課税所得測定のインフラ
ストラクチュアと位置付けていることからも、窺い知ることができる。
ところで親子会社を含む企業集団を、一つの単一組織体と捉える連結納税制
度は、親子会社それぞれの単独で決算を組んだ結果である個別財務諸表を連結
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(55) 増田英敏他「前掲論文（注32）」	頁。
することにより、連結利益を算出し、その連結利益を基礎に法人税額を計算す
るシステムである。具体的に、親子会社の単独決算を連結整理し、資本連結、
債権債務連結、収益費用連結を行い、内部取引を消去する連結決算により、連
結納税が導かれる。いうなれば連結財務諸表と連結納税制度の両制度は、個々
に法的主体として存在する複数の会社（単独の組織体）を、ある一定の連結の
基準及び合理的な連結手続によって連結させることにより、単一の経済的主体
である企業グループを構成するという点で、共通の思考もしくは概念を前提と
している。換言すると、連結財務諸表は、親子会社間など、個々の会社で作成
した個別財務諸表を連結会計基準により、適正な連結手続を経て連結財務諸表
を作成して企業グループとしての経営成績や財政状態を利害関係者に開示する
ための会計情報である。連結納税制度も個別財務諸表をベースとして計算され
た個別の課税所得を、合理的な手続により連結させて連結課税所得を計算する
という意味において、共通の思考を前提としている。結論的に、連結財務諸表
および連結納税制度は、両制度とも個々の会社という法的主体を越えて、経済
的主体である企業集団を一つの単位として認識するという点で、共通項の存在
であるということができる。
他方、連結納税制度と連結財務諸表制度の違いにつき、何故、連結財務諸表
制度の導入と同時期に連結納税制度が導入されなかったのかという議論があ
る。一つの拠り所として、連結財務諸表と連結納税制度の相違点を、その目的
に求めることができる。税制調査会による、「わが国税制の現状と課題─21世
紀に向けた国民の参加と選択」では、「連結財務諸表制度は、親会社が企業集
団全体の財務状況や経営成績を株主などの利害関係者に開示することによっ
て、利害関係者の意思決定に資することを目的とするものであるとし、税法
は、税負担の公平の確保などを基本的な考え方とし、適正な課税を実現すると
いう目的を有していることから、連結グループの範囲などの適用要件、所得の
計算方法などにおいて、連結財務諸表制度とは異なる別個の制度として構築さ
れている
(56)
」とする。中田教授は両者の違いにつき、税制調査会と同様に、①連
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結財務諸表は主として親会社の投資者に対し企業集団の経営成績と財務状態を
報告することで、投資の意思決定に役立つ財務情報の開示、提供を目的とし、
これに対し連結納税制度は企業集団の経済実態を反映した租税債務の確定を目
的とする、と分析する。加えて、②前者が金商法などによって強制されている
が、後者は一般に適用が任意ないし選択制である。③前者は、個別の複数の法
的主体としての会社を、企業グループとして一つ経済的主体と捉える点におい
ては共通であるが、子会社をも対象に含め、国内外の投資者に対し企業グルー
プの成果を報告するが、後者は国の課税権の及ぶ内国法人に適用され、そうで
ない外国法人の予会社は対象とならない。④前者は支配力基準を採用し、連結
グループの広い範囲の子会社、関連会社を対象とするが、後者の対象は通常、
租税回避行為の可能性を排除する必要などからかなり狭く、たとえばそれが持
ち株比率100％の子会社のみに限定されるとすればそれは明白である、として、
その制度目的からの違いを縷々分析している
(57)
。端的に整理すると、連結財務諸
表が企業集団を取り巻く利害関係者に対する、投資、取引などの各種意思決定
に有用な情報を提供することを目的としているのに対し、連結納税制度は、課
税の公平性の確保を前提としつつ、企業の国際競争力の維持と、企業の組織再
編に中立的に働く税制、ということになろうか。
しかしながら本論文がコンセプトとする、企業の情報開示という側面からす
ると、両者は基本的には同一の機能からなる制度と理解できるのではないか。
すなわち連結グループの範囲などの適用要件、所得の計算方法などにおいて、
連結財務諸表制度と連結納税制度は、異なる別個の制度として構築されている
とするが、ベースは、公正なる会計慣行から導かれた数値を基本として、両制
度の目的に照らした調整を行いつつ、最終的な納税額あるいは当期損益を算出
していると考えるからである。けだし、連結財務諸表が、連結企業集団の経営
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(56) 税制調査会、「わが国税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の参加と選択」1997、
177頁。
(57) 中田信正「連結納税申告書と連結財務諸表」税経通信（2001年12月）27頁以下。
成績と財務状態を報告し、投資の意思決定に役立つ財務情報の開示、提供を目
的とし、連結納税制度（申告書）は企業集団の経済実態を反映した租税債務の
確定を目的とするとしても、基本数値の出発点は同一ということである。とい
うことになると、前者が金商法などによって強制され、後者は一般に適用が任
意ないし選択制という不都合があるにしても、制度上は、企業集団が以上の
企業グループとして存在する限りにおいて、複数の法的主体であっても、一つ
の経済主体と捉えなければならないと考える。そうでなければ、企業再編法制
を悪用した、いわば子会社等を用いた利益操作や粉飾算が行われ、あるいは、
子会社あるいは関連会社の株式の価値の下落が親会社の貸借対照表に反映され
ないということになる。
以上の考察により、親子会社間などの企業グループの場合、支配従属関係に
ある法人以上のグループから企業集団（会社に準ずる被支配事業体を含む。
以下同じ。）が構成されている場合は、企業間の経理操作など不正経理の機会
を防ぐためにも、連結企業情報の開示、すなわち連結計算種類の作成は強制さ
れるべきとの結論を導くことができる。かくして、企業集団の事務負担は格
別、株主に対する投資情報の提供、取引関係者に対する適正な財政状況の開示
という要請に資することになる。そこで次の課題としては、法人以上からな
る企業集団という公式が確定できた場合、この集団としての連結の濃淡、すな
わち100パーセント子会社に限るのか、それともこの企業間の繋がりを弾力的
に捉えるべきかという課題を吟味しなければならない。
⑶ 連結財務諸表原則及び会社法における連結の範囲
連結財務諸表原則
(58)
は、連結の範囲に関して、「親会社は、原則としてすべて
の子会社を連結の範囲に含めなければならない」（同原則第三、一）とする
(59)
。
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(58) 連結財務諸表原則「連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則」昭和51
年10月30日大蔵省令第28号、最終改正平成19年月15日内閣府令第65号。
(59) この場合の親会社・子会社の定義を、「親会社とは、他の会社を支配している会社を
この場合の親子会社の定義としては、形式基準として議決権の過半数保持、実
質基準として過半数以下であっても意思決定機関を支配するなど実質的な支配
力、を基準とする。いわば議決権のみが支配の有無を示す絶対的基準ではな
く、議決権の過半数を所有していなくとも、他の会社を事実上支配している場
合は、親子会社として連結の範囲に含めることにしたのである。この配慮は、
議決権の過半数を若干下回るように持株数を抑え、連結の範囲から逃れるよう
な操作も考えられることから、こうした事態への対応も考慮したと考えられ
る。
結果として連結財務諸表は、法制度上からなる法人格を超越して、その経済
的実質にしたがって企業集団を一つの人格とみなしつつ、当該企業集団の情報
開示を徹底しようとする趣旨がうかがえる。これに対し、会社法は、平成
年の改正までは、「親会社」および「子会社」の定義を、総株主の議決権の過
半数を有するかどうかの形式的基準だけにおいていた（平成18年改正前商法
211条の第項
(60)
）。他方、連結計算書類規定を会社法上に制度化するに当た
り、右の財務諸表規則に平仄を合わせて、子会社の範囲を、議決権の過半数と
する形式基準と、実質的に経営を支配しているか否かの実質基準〔会社法条
号、号〕の規定を設けた。具体的に、支配力の存在が認められるのは、①
連結計算書類および関連諸法規の制度化と情報開示の意義
65
いい、子会社とは、当該他の会社をいう。他の会社を支配しているとは、他の会社の意
思決定機関を支配していることをいい、次の場合には、当該意思決定機関を支配してい
ないことが明らかに示されない限り、当該他の会社は子会社に該当するものとする。①
他の会社の議決権の過半数を実質的に所有している場合、②他の会社に対する議決権の
所有割合が100分の50以下であっても、高い比率の議決権を有しており、かつ、当該会
社の意思決定機関を支配している一定の事実が認められる場合」（連結財務諸表原則第
三、一）とする。
(60) ただし連結計算書類の導入に際し、商法特例法上は、連結子会社の定義として「他の
会社により経営を支配されているもの」〔同条の第項〕として、支配力基準を採
用していた。
会社が他の会社の議決権の過半数を支配する場合であるが、②議決権の過半数
を支配しない場合でも、会社と密接な関係を有する者と共同して議決権の過半
数を支配できるときや、③会社の影響下にある者が他の会社の取締役会の構成
員の過半数を占めているとき、④重要な財務及び営業の方針決定を支配する契
約が存するとき、⑤他の会社の資金調達額の総額の過半について融資を行って
いるとき、などにも支配が認められる（財務諸表規則条項）。こうして、
金融機関などが他の会社に対して直接には低い持株比率（たとえば	％）しか
有していない場合でも、金融機関と密接な関係を有する者と共同で他の会社の
議決権を支配しているときには、当該他の会社が金融機関の子会社であると認
められる余地が生ずる。
このように支配従属関係の存在および親会社取締役の業務執行としての支配
力行使の可能性が証明されたならば、事実上一企業体として観念できるわけで
あるから、コンツェルン規制としての監査役の監査権の強化ならびに情報開示
の要請からすると、会社の規模にかかわらず、連結計算書類の作成を強制しな
ければ連立計算書類制度を潜脱することになるのではないか。確かに、このよ
うな事実上の支配という基準は、連結財務諸表原則及び連結財務諸表規則に与
することで整合性をもたせてはいるが
(61)
、曖昧な定義と写るかもしれない。した
がって具体的な運用の場合に、種々混乱の原因となることも想定できる。しか
しながら、この点の懸念さえ払拭できるならば、事実上の支配関係にある会社
を子会社として連結の範囲に加える必要は議論するまでもない。何故ならば、
経営を支配できるということは、利益操作、粉飾などの指揮命令も可能という
ことであるから、実質支配会社までを、連結の射程距離におかなければ、連結
計算書類制度が日の目を見たのにも拘らず、当該制度を蔑ろにしかねないから
である。
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(61) 島和重「連結計算書類導入に見る商法会計規制」経営経理研究74号43頁。
⑷ 連結納税制度における課税計算
連結貸借対照表は、親会社と各連結子会社の個別貸借対照表を合算した後、
親会社の各連結子会社に対する投資と各連結子会社の資本、連結会社相互間の
債権・債務の相殺処理等を行って作成される〔連結財務諸表原則・第四・一〕。
同様に、連結損益計算書も、親会社と各連結子会社の個別損益計算書を合算し
た後、連結会社相互間の内部取引の相殺消去及び未実現利益の消去等の処理を
行って作成される。〔連結財務諸表原則・第五・一〕
この連結財務諸表原則を前提とする限り、連結納税制度における課税計算も
企業集団の数値を、合算することによって導かれることになる。すなわち連結
法人税の課税標準（法人税法81条）は、各連結事業年度の連結所得の金額であ
るが、それは、当該連結事業年度の益金の額から損金の額を控除した金額であ
る（法81条の）。連結納税制度の議論が始まった平成13年の税制調査会「法
人課税小委員会」も、当時、以下のように述べて企業グループの合計金額を基
礎とすべきとした
(62)
。すなわち、「企業のこのような連結納税制度の意義は、企
業の事業部門が100％子会社として分社化された企業グループやいわゆる純粋
持株会社に所有される企業グループのように、一体性をもって経営され実質的
に一つの法人とみることができる実態を持つ企業グループについては、個々の
法人を納税単位として課税するよりも、グループ全体を一つの納税単位として
課税するほうが、その実態に即した適正な課税が実現されることにある。ま
た、近年、企業グループの一体的経営の急速な進展や企業組織の柔軟な再編成
を可能とするための独占禁止法や商法の改正が行われる中にあって、連結納税
制度の創設は、結果として、企業の組織再編成を促進し、わが国企業の国際競
争力の維持、強化と経済の構造改革に資することになるものと考えられる。」
と。
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(62) 平成13年10月日付税制調査会「法人課税小委員会」「連結納税制度の基本的考え
方」。
連結事業年度の益金および損金の額は、同一連結グループに属するすべての
連結法人が、連結事業年度の期間を、各事業年度の所得に対する法人税の事業
年度としてその事業年度の所得を計算するものとした場合の益金の額（個別益
金額）および損金の額（個別損金額）をそれぞれ合計した金額である（81条の
第項）。ただし、若干の益金および損金の項目については、グループを一
体として見るのが合理的であるため、別段の定め
(63)
を設けて、全体計算を行なう
ことなる（法81の以下
(64)
）。この全体計算から割り出された額に従って、連結
法人税の税額は、各連結事業年度の所得（連結所得）の金額、すなわち連結親
法人およびすべての連結子法人の益金の額および損金の額を法人所得税の場合
に即して計算し、それに特別の規定によるいくつかの修正を加えたうえで計算
することによって算出される。さらに合計益金の額と合計損金の額の差額に税
率を適用して税額を算出し、さらにそこから一定の税額控除を行うことによっ
て、最終的な納税額が算出される
(65)
。
連結納税制度の本質は、集団に属する複数の法人を一体のものとして課税関
係を律しようとする法人税制である
(66)
。この税制を具体化する方法として、次の
つの方向性から、理論的な展開が考えられる。
①企業集団を一個の法的主体と同一視して、完全な単一法人として課税する方
法。
②集団に属する個々の法人の存在を前提として、各法人間の所得と税額を調整
する方法。
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(63) 法人税法の定めている別段の定めの一例は、受取配当等の益金不算入（法81条の）、
寄附金の損金不算入（法81条の）、連結法人間取引の損益の調整（法81条の10）など
である。
(64) 金子宏『租税法』（有斐閣、第12版、2007）327頁以下。
(65) 金子宏『前掲書〔注64〕』334頁。
(66) 井上久彌『企業集団税制の研究』（中央経済社）1996年157頁。
各国の企業集団税制においては、①の単一法人課税のタイプを採用している
例はなく、調整の方式に多くの差異はあるとしても、制度自体としては、②の
調整タイプの法人税制によっている
(67)
。後者の、税額を調整するタイプの法律上
の根拠は、会社法の親子会社規定がこのような対処の出発点となっている。会
社法上の呼称である親会杜、子会社は、法的にはそれぞれ独立した企業体であ
る。上述した会社法上の連結計算書類上の数値は、財務諸表計算あるいは課税
所得計算を連結しても、外部に対する子会社の権利義務が親会社の権利義務と
連結されることにはならない。すなわち、子会社の少数株主の配当請求権が親
会社の剰余金に及ぶことはないし、親会社の株主の配当請求権が直接に子会社
の剰余金に及ぶこともない
(68)
。いずれにしても、会社に対する株主の持分という
法律関係は、個々の会社とその株主との関係であることに変わりがないから、
集団企業であっても、この関係を無視して直接に集団単位の法人税を課するこ
とはできない。さらに、課税上の制約となるのは、企業集団という経済構造を
形成する装置が親会社による子会社株式所有という法律関係であることであ
る。親会社による株式所有の関係は、親会社の意思により、株式の売買、増
資・減資等の方法によって、任意に、しかも、特段の会社法上の手続を経るこ
となしに変更することも可能である。すなわち、企業集団を構成する会社が、
株主の意思により（総会決議の要件は、場面によって異なるが）、その集団か
ら離脱することも任意であるから、その集団を形成している期間においても、
その離脱の可能性を前提として、所得、税額、財産評価等の関係を認識するこ
とが必要となる。
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(67) 井上久彌『前掲書（注66）』15頁。
(68) 会社法が州法として定められているアメリカにおいて、ペンシルヴァニア事業会社法
702条Ａ⑷項は、親会社に利益剰余金がない場合に、連結剰余金の範囲内で、親会社の
資本剰余金を配当原資として分配することを認めている。またカリフォルニア会社法
114条は、親会社の配当計算は連結基準でされるべきものとし、同法500条は親会社と子
会社の配当制限規定を定めている。しかし、これらの規定は、子会社自体の権利義務に
影響を及ぼすものではない。
各国の企業集団税制が、その方式の多様性にもかかわらず、いずれの国にお
いても個別法人の課税所得、税額の計算という枠組みの中において各法人間の
課税所得、税額等の調整をするという方法によっている理由は、このような事
情に基づいているのである。
 結語
企業の業績や財務の正確な把握のためには、企業グループ全体の総合的な把
握が必要である。昨今、世界経済はボーダーレスの時代となり、国境を越えた
合従連衡が行われている。その現状を踏まえると、世界の企業とわが国の企業
あるいは企業群を同等の基準で比較するためには、共通の基準を設け、企業の
透明性が尊重されなければならない。けだし、会計基準の国際化、連結重視の
計算は世界の趨勢となっており、金商法はこのような現状認識から、先駆けて
連結重視の財務情報報告制度を実施した。
他方、企業の集団化が進むと、集団企業の活動や財務の実態を正確に反映し
た情報の提供は必須となる。むしろ企業グループ間の一つ一つの法人が作成す
る個別財務諸表による情報開示では、利害関係人の意思決定をミス・リードさ
せる危険さえ懸念される。つまり個別財務諸表ベースではなく、連結財務諸表
ベースで企業価値を判断する時代になったと考えて良い。会計情報の伝達、資
本及び利益の測定及び財産の保全・管理という機能を担う企業会計が、利害関
係人のニーズに合致した、有用性の高い情報を提供するためには、集団化を形
成し経営活動を行っている企業グループの実態を開示する必要がある。最も重
要な情報開示は、金商法が要求する有価証券報告書の作成である〔金商24条〕。
その主な項目は、会社の概況（売上高、経常利益、工場の新設等）、事業の概
況（事業内容、研究開発活動等）、営業の状況（生産、販売の概略等）、設備の
状況、経理の状況、企業集団の状況、株式事務の概要など、広い範囲の企業情
報を要求している
(69)
。他方、商法が定める情報開示は、いわゆる企業統治と密接
に関連しており、最も情報の開示を期待する主体は、実際の株主および債権者
山梨学院ロー・ジャーナル
70
である。すなわち監査報告や株主総会議事録など、すべての株主・債権者に開
示される情報のほとんどが株主・債権者が要求する情報であり、会社法がこれ
らの情報開示を強制するのは、言うまでもない。畢竟、二以上の企業グループ
からなる企業集団を、一つの会計単位とし、それに関する財務情報の提供がこ
のニーズに合致するのである。バブル経済崩壊後、わが国の企業は、過酷な国
際経済環境、金融ビッグバンの波に飲み込まれる形で、集団経営の時代に入っ
た。所謂、長引く不況に対する挑戦と経営効率促進のため、合弁、分社化、持
株会社の設立等、組織形態や経営手法を改革しながら組織再編を頻繁に実行し
ている。また平成14年に取り入れられた連結納税制度は、この組織再編の実効
性を後押しする一つの要素ともいえる。つまり組織再編税制〔連結納税制度〕
は、企業が可能な範囲で組織運営を自由かつ柔軟に行えることに寄与する制度
として
(70)
、評価されているのである。同様に、平成18年施行の新会社法も、より
詳細な表現を用いて会計監査人設置会社に連結計算書類の作成を促している
(71)
。
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(69) 松村敏弘（三輪芳朗・神田英樹・柳川範之編）「ディスクロージャー問題」『会社の経
済学』382頁。
(70) 平成14年月に導入された連結納税制度は、連結付加税の上乗せや子会社欠損金の否
認など、利用する企業に対して多くの負担を強いる制度との批判も考えられるが、これ
にも増して連結納税制度の適用により、グループ全体で納税額が減少する会社などメリ
ットが想定できることから、連結納税制度を導入する会社も多々みられるのではなかろ
うか、小川正雄「税法学からみた連結納税制度」『連結納税制度の検証』日本租税理論
学（2002）41頁。
(71) 新会社法444条項「会計監査人設置会社は、法務省令で定めるところにより、各事
業年度に係る連結計算書類（当該会計監査人設置会社及びその子会社から成る企業集団
の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で定めるものを
いう。以下同じ。）を作成することができる、と。
けだし会社法が会計を規制するのは、会計が利害調整機能を有するからに他ならな
い。会社法制定による連結計算書類の導入は、情報開示が主目的といえる。しかし金商
法の会計規制目的とは異なり、会社法は本来、公正・中立的な立場から私人間の持分の
衡平、すなわち利害調整を目的として会計規制を行っている。商法上の計算書類は株主
の意思決定前の事前情報及び債権者に対する状況報告であり、取締役の受託責任の遂行
この連結の範囲は、会計監査人設置会社およびその子会社からなる企業集団と
される
(72)
。
このように、連結計算書類制度及び連結納税制度は、企業集団の情報開示を
徹底させるという要請からは、法規制としては十分に充実したと評価できる。
すなわち有価証券提出大会社に関しては、親会社が子会社を通して利益操作等
を行うことも難しくなり、財務の健全性確保の趣旨から極めて有益な制度改正
となったのである。
しかし、以下に述べるような諸点を、積み残した点を看過してはならない。
先ず①連結計算書類の作成が強制される会社、あるいは連結計算書類の作成を
選択した会社においては、連結計算書類の備置・閲覧等について強制規定が存
しないことである。同様に連結計算書類に係る監査報告書を定時株主総会の招
集通知の際に提供することも要求されていない。有価証券報告書は、金商法に
基づいて公衆の縦覧に供されているため、その一部をなす連結財務諸表は、会
社法の規定に基づいて、備置・閲覧・謄本・抄本の交付等・公告を要求する必
要がないと、考えたとしたら
(73)
、企業情報の公開の徹底という観点からすると、
手ぬるいのではないか。
つぎに②連結計算書類に関して、会社法規定が「できる規定」としている
為、会計監査人設置会社全てに連結計算書類の作成が義務化されているわけで
はない、という点である。すなわち大会社であっても、金商法上の有価証券報
告書の提出が義務づけられていない会社（非上場の会社）は、連結計算書類制
度の強制適用はないのである。同様に、連結納税制度に関しても、当該制度の
選択は任意とされているので、情報開示という点から見ると物足りない感は否
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として行われる報告書である。連結計算書類も同様の機能を果たすべきものであり、利
害調整目的の下でのあるべき連結会計制度とすべきである。そのためには連結べースで
の配当規制を行うと同時に、債権者保護規定の充実が必要となる。
(72) 宮島司『新会社法エッセンス』296頁（弘文堂、平成17年）。
(73) 弥永真生『リーガルマインド会社法〔第10版〕』461頁。
めないのである。
法が、立法政策上、有価証券報告書提出会社にのみ、連結計算種類の作成を
義務付けたということは、この周辺に位置する会社の場合には、連結計算書類
から得られる企業情報は必要無いということか。結果として、有価証券報告書
提出会社以外の企業グループを構成する会社が、支配従属関係を悪用し、子会
社への架空売上を計上し、押込み販売などを行った場合、これらの不正を看過
することになる。したがって上場を意識的に避けている企業集団を形成してい
る親会社などは、子会社等を用いた利益操作や粉飾決算を行いやすい環境にあ
るという事実を拭うことはできない。
さらなる懸案事項としては、③連結計算書類は、配当規制として機能は果た
せないのではないかという点である。連結ベースで配当規制をすると、連結各
会社の株主の利益配当請求権を侵害する可能性が生ずる為である。したがって
連結計算書類制度は、情報開示という点で機能するに過ぎないとされている。
しかしながら企業のグループ化により、個別財務諸表ベースではなく、連結
財務諸表ベースで企業価値を判断することが主流となってきたことから、配当
可能額も連結ベースで行う方が合理的ではないか。例えば持株会社の子会社で
ある事業会社の財政状態が悪化していても、持株会社は子会社からの受取配当
金を原資として配当しなければならないのか、という疑問である。この場合、
連結決算により親会社に利益が計上されていても、子会社の損失と通算し、連
結剰余金が全く生じなければ配当を行う必要はないのではないか。こういう場
面にこそ、連結計算書類の機能が損益通算を可能とするという理解が必要であ
る。すなわちこの場合の親会社の利益配当は、違法配当という構成が考えられ
ないかということである〔会社法462条〕。持株会社によるグループ経営が増加
している今日の状況に鑑みると、連結計算書類は、間接的に会社の配当政策に
影響を与える機能を構築しなければならないと考える。〔2008年月12日脱稿〕
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